
「
初
志
貫
徹
」

皆
様
の
信
任
を
胸
に
、

３
期
目
へ
―
政
策
を
さ
ら
に
前
へ
！

Aug.2025

vol.33

第217回
通常国会での
いそざき議員の
活動をまとめました!

動画は
こちらから！

皆様と国会をつなぐ、いそざき哲史のアイ ［アイ・コネクト］

哲史のTETSU学

自動車関係諸税の負担軽減
に向けた勝負の時！

発行：国民民主党参議院比例区第14総支部



議
員
活
動
報
告

2025年
1月18日

国
民
民
主
党
静
岡
県
連 

街
頭
演
説
会

榛
葉
幹
事
長
、田
中
健
県
連
会
長
と

と
も
に
国
民
民
主
党
静
岡
県
連
の

街
頭
演
説
会
に
参
加
。

1月24日

第
2
1
7
回
通
常
国
会 

開
会

前
年
の
衆
議
院
選
挙
の
結
果
を
受

け
、2
8
名
の
新
し
い
仲
間
と
と
も

に『
1
0
3
万
円
の
壁
引
き
上
げ
』

と『
ガ
ソ
リ
ン
暫
定
税
率
の
廃
止
』

を
主
な
政
策
と
し
た『
手
取
り
を
増

や
す
』通
常
国
会
が
始
ま
っ
た
。夜

に
は
、新
橋
S
L
広
場
で
恒
例
の
街

頭
演
説
。

2月3日

連
合
政
治
懇 

総
会

代
表
世
話
人
を
務
め
る
連
合
出
身

議
員
政
治
懇
談
会
の
総
会
に

W
E
B
で
出
席
し
、今
国
会
の
政
府

提
出
予
定
の
法
案
に
対
す
る
連
合

の
考
え
方
を
聴
取
。

2月12日

本
会
議 

代
表
質
問

ト
ラ
ン
プ
大
統
領
と
の
初
会
談
の
た

め
渡
米
し
帰
朝
報
告
を
行
っ
た
石
破

総
理
大
臣
に
対
し
、国
民
民
主
党
の

会
派
を
代
表
し
参
議
院
本
会
議
で

登
壇
。他
、情
報
処
理
促
進
法
等
改

正
案
、下
請
法
等
改
正
案
の
審
議
で

も
登
壇
。（
4
月
16
日・5
月
9
日
に

本
会
議
に
て
質
問
）

2月11日

国
民
民
主
党 

第
5
回
定
期
党
大
会

原
点
で
あ
る
結
党
の
精
神
を
改
め

て
確
認
。今
後
の
活
動
に
向
け
て
の

思
い
を
共
有
。

2月13日

航
空
連
合
政
策
議
員

フ
ォ
ー
ラ
ム 

総
会

予
算
案
や
提
出
予
定
法
案
に
つ
い
て

国
交
省
か
ら
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
行
っ
た

上
で
、航
空
連
合
と
航
空
政
策
全
般

に
つ
い
て
意
見
交
換
。（
他
5
月
28
日

に
も
開
催
）

2月16日

国
民
民
主
党
東
京
都
連 

定
期
大
会

国
民
民
主
党
東
京
都
連
の
定
期
大

会
を
都
連
会
長
と
し
て
開
催
。多
く

の
党
員
・サ
ポ
ー
タ
ー
の
方
々
も
傍

聴
参
加
。

3月1日

国
民
民
主
党

滋
賀
県
連 

大
会

国
民
民
主
党
滋
賀
県
連
の
定
期
大

会
で
党
本
部
を
代
表
し
て
ご
挨
拶
。

3月8日

民
社
協
会 

総
会

民
社
協
会
の
令
和
７
年
定
期
総
会
。

多
数
の
新
た
な
メ
ン
バ
ー
を
加
え
活

気
あ
る
総
会
に
。

1月18日1月24日2月11日2月16日3月1日3月8日

い
そ
ざ
き
議
員
は
、東
京
都
議
会
議
員
選
挙
の
応
援
や
自
身
の
選
挙
戦
に
向
け
た
活
動
の
傍
ら
、１
５
０
日
間

の
通
常
国
会
で
計
21
回
の
質
問
に
立
ち
ま
し
た
。常
に
生
活
者
、納
税
者
、働
く
者
の
視
点
に
立
ち
、賃
上
げ

環
境
の
整
備
、産
業
競
争
力
強
化
、人
材
育
成
な
ど
、将
来
の
日
本
に
重
要
な
課
題
に
つ
い
て
、「
対
決
よ
り

解
決
」を
モ
ッ
ト
ー
に
厳
し
く
も
建
設
的
な
議
論
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。そ
の
一
部
を
ご
紹
介
し
ま
す
。

職
場
、生
活
の
現
場
の
声
、

仲
間
の
思
い
、か
た
ち
に
し
た
い！

5月9日
地
方
創
生・デ
ジ
タ
ル
特
別
委
員
会 

一
般
質
疑

5月13日
下
請
振
興
法
改
正
案
の
、複
数
の

事
業
者
に
ま
た
が
っ
た
事
業
効
率

化
や
投
資
計
画
に
対
す
る
事
業
者

連
携
支
援
に
つ
い
て
質
問
。自
動

車
産
業
の
よ
う
な
サ
プ
ラ
イ

チ
ェ
ー
ン
が
深
い
業
界
を
念
頭
に

置
い
て
い
る
と
の
政
府
答
弁
に
対

し
、実
効
性
の
あ
る
支
援
メ
ニ
ュ
ー

の
用
意
を
要
請
し
ま
し
た
。

経
済
産
業
委
員
会 

法
案

質
疑（
下
請
法
等
改
正
案
）

4月9日
ア
ナ
ロ
グ
規
制
見
直
し
、デ
ジ
タ

ル
化
推
進
に
よ
る
行
政
効
率
化

と
経
済
効
果
に
つ
い
て
質
問
。政

府
は
、約
2
・
9
兆
円
の
コ
ス
ト

削
減
と
約
3
・
6
兆
円
の
Ｇ
Ｄ

Ｐ
増
加
効
果
を
説
明
。い
そ
ざ

き
議
員
か
ら
は
自
治
体
の
現
場

の
声
も
紹
介
し
つ
つ
、実
質
的
な

手
続
き
の
省
略
化
と
そ
の
見
え

る
化
を
求
め
ま
し
た
。

地
方
創
生・デ
ジ
タ
ル
特
別
委
員
会 

大
臣
所
信
に
対
す
る
一
般
質
疑

5月14日
ス
マ
ホ
へ
の
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
情
報

の
搭
載
に
つ
い
て
ｉ
Ｐ
ｈ
ｏ
ｎ
ｅ

（
ｉ
Ｏ
Ｓ
）と
Ａ
ｎ
ｄ
ｒ
ｏ
ｉ
ｄ
に

お
け
る
進
捗
を
確
認
。医
療
機
関

で
の
マ
イ
ナ
保
険
証
対
応
端
末
へ

の
、費
用
支
援
の
必
要
性
を
指
摘

し
ま
し
た
。ま
た
、民
間
事
業
と

の
連
携
を
図
る
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル

Ａ
Ｐ
Ｉ
の
活
用
事
業
に
よ
る
、利

便
性
向
上
に
向
け
た
取
り
組
み

に
つ
い
て
議
論
し
ま
し
た
。

地
方
創
生・デ
ジ
タ
ル
特
別
委
員
会 

法
案
質
疑（
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
法
等
改
正
案
）

5月15日
貨
物
運
送
を
例
に
、契
約
外
の
業

務
を
行
わ
せ
る
よ
う
な
慣
行
を
是

正
す
る
取
り
組

み
な
ど
に
つ
い

て
質
問
。型
取

引
に
つ
い
て

は
、
保
管
費

用
、廃
棄
費
用

の
負
担
に
お
け

る
現
行
の
取
引

慣
行
の
改
善
促

進
を
強
く
求
め

ま
し
た
。

経
済
産
業
委
員
会 

法
案

質
疑（
下
請
法
等
改
正
案
）

3月14日
予
算
委
員
会 

集
中
審
議

（
物
価
高・経
済・通
商
政
策
等
）

米
自
動
車
関
税
に
つ
い
て
質
疑
。ま
た
、石
破
総

理
ら
に
対
し
、賃
上
げ
に
向
け
て
個
人
消
費
を

高
め
景
気
回
復
す
る
た
め
の
具
体
策
の
提
示
を

要
請
し
、「
1
0
3
万
円
の
壁
」の
1
7
8
万
円

ま
で
の
引
き
上
げ
を
求
め
ま
し
た
。

ま
た
、自
賠
責
保
険

料
積
立
金
約
５
８
０

０
億
円
の
未
返
済
が

被
害
者
支
援
に
及

ぼ
す
影
響
を
指
摘

し
、早
期
の
繰
戻
し

を
求
め
ま
し
た
。

国
民
が
我
慢
し
て
い
る
中

で
、新
人
議
員
に
10
万
円

の
商
品
券
を
渡
し
て
い
る

場
合
じ
ゃ
な
い
！

4月16日
日
本
の
半
導
体
産
業
再
興
に
向
け
た
法
案
に
つ
い
て
、国
民

民
主
党
会
派
を
代
表
し
て
登
壇
。マ
イ
ル
ス
ト
ー
ン（
達
成

目
標
）設
定
と
評
価
、財
政
支
援
の
あ
り
方
、デ
ジ
タ
ル
人

材
育
成
な
ど
に
つ
い
て
質
問
し
ま
し
た
。

本
会
議 
代
表
質
問

（
情
報
処
理
促
進
法
等
改
正
案
）

4月17日
参
考
人
の
意
見
を
聴
取
し
た
後
、い
そ
ざ
き

議
員
か
ら
は
、主
に
、ア
カ
デ
ミ
ア
の
観
点
か

ら
の
人
材
育
成
に
つ
い
て
質
問
。「
計
算
や
論

文
作
成
は
A
I
が
担
っ
て
い
く
こ
と
と
な

り
、今
後
必
要
と
さ
れ
る
人
材
は
、問
い
を
立

て
る
力
や
変
化
に
対
応
す
る
意
識
、変
化
へ

の
対
応
力
が
重
要
」と
の
意
見
が
参
考
人
か

ら
あ
り
ま
し
た
。

経
済
産
業
委
員
会 

参
考
人
質
疑

（
情
報
処
理
促
進
法
等
改
正
案
）

2月12日
日
米
首
脳
会
談
後
の
総
理
の
国

会（
帰
朝
）報
告
を
受
け
、関
税
・

環
境
・
安
全
保
障
な
ど
重
要
課
題

に
関
す
る
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
と
の

や
り
と
り
に
つ
い
て
質
問
。保
護

貿
易
が
失
敗
し
た
過
去
の
教
訓

を
踏
ま
え
、国
益
と
国
際
連
携
の

両
立
を
提
言
。ま
た
、外
交
に
与

野
党
議
員
の
声
を
反
映
さ
せ
る

場
の
必
要
性
を
訴
え
ま
し
た
。

本
会
議 

石
破
内
閣

総
理
大
臣
の
帰
朝

報
告
に
対
す
る

代
表
質
問

ショート動画で観る

『米自動車関税』『経済政策』『自賠責』

平（たいら）デジタル大臣武藤経済産業大臣

動画で見る

伊藤良孝地方創生担当大臣

長
野
県
伊
那
市
の
モ
バ
イ

ル
ク
リ
ニ
ッ
ク（
医
師
の
乗

ら
な
い
移
動
診
療
車
）事

業
を
紹
介
し
、遠
隔
地
で

の
オ
ン
ラ
イ
ン
診
療
の
重

要
性
を
主
張
。併
せ
て
、維

持
費
や
機
器
更
新
費
用
へ

の
支
援
拡
充
を
要
望
し
ま

し
た
。政
府
か
ら
は
、医
師

不
足
や
高
齢
化
対
策
、地

域
医
療
に
貢
献
す
る
と
の

答
弁
が
あ
り
ま
し
た
。



3月15日

国
民
民
主
党
広
島
県
連 

定
期
大
会

2
0
2
5
年
定
期
大
会
を
県
連
会

長
と
し
て
開
催
。県
連
を
立
ち
上
げ

て
3
年
が
経
過
、参
加
者
も
大
幅
に

増
え
、前
年
の
数
倍
の
規
模
の
大
会

と
な
っ
た
。

3月18日

バ
イ
カ
ー
ズ
議
員
連
盟 

総
会

超
党
派
の
バ
イ
カ
ー
ズ
議
員
連
盟
に

て
、二
輪
車
の
政
策
課
題
に
つ
い
て

省
庁
ヒ
ア
リ
ン
グ・意
見
交
換
。

3月25日

地
方
創
生・デ
ジ
タ
ル

特
別
委
員
会 

委
嘱
審
査

他
に
大
臣
所
信
質
疑
、マ
イ
ナ
ン

バ
ー
法
改
正
案
、地
方
分
権一
括
法
案

の
審
議
で
質
問
を
行
っ
た
。（
他
4
月

9
日・4
月
25
日・5
月
9
日・5
月
14

日
に
も
質
疑
）

4月2日

自
動
車
産
業
の
未
来
を

考
え
る
会
議
員
連
盟 

記
者
会
見

ア
メ
リ
カ
の
ト
ラ
ン
プ
政
権
に
よ
る

自
動
車
等
に
対
す
る
追
加
関
税
に

関
し
て
談
話
を
発
表
。４
月
４
日
に

は
自
民
党
政
調
に
申
し
入
れ
を

行
っ
た
。

4月26日

中
央
メ
ー
デ
ー・ 

国
民

民
主
党 

街
頭
演
説
会

連
合
メ
ー
デ
ー
中
央
大
会
に
参
加
。

そ
の
前
に
は
国
民
民
主
党
の
街
頭
演

説
会
に
て
、玉
木
代
表
ら
と
と
も
に

演
説
。

5月10日

国
民
民
主
党

佐
賀
県
連 

定
期
大
会

国
民
民
主
党
副
代
表
と
し
て
佐
賀

県
連
の
街
頭
演
説
会
、定
期
大
会
、

タ
ウ
ン
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
に
参
加
。

3月12日

自
動
車
産
業
の
未
来
を

考
え
る
会
議
員
連
盟 

総
会

中
小
企
業
の
実
態
に
つ
い
て
関
係
団

体
よ
り
ヒ
ア
リ
ン
グ
。（
他
3
月
25

日・4
月
1
日・4
月
16
日
に
も
開
催
）

民
社
協
会
の
令
和
７
年
定
期
総
会
。

多
数
の
新
た
な
メ
ン
バ
ー
を
加
え
活

気
あ
る
総
会
に
。

3月14日

予
算
委
員
会 

集
中
審
議

中
小
企
業
が
物
価
高
を
上
回
る
賃

上
げ
が
で
き
る
環
境
づ
く
り
を
求

め
、米
自
動
車
関
税
措
置
へ
の
対
応

方
針
を
問
う
た
。（
他
3
月
28
日
に

も
質
問
）

3月24日

経
済
産
業
委
員
会 

委
嘱
審
査

他
に
大
臣
所
信
質
疑
、一
般
質
疑
、情

報
処
理
促
進
法
等
改
正
案
、G
X
推

進
法
改
正
案
、下
請
法
改
正
案
、早
期

事
業
再
生
法
案
の
審
議
で
質
問
を

行
っ
た
。（
他
3
月
27
日・4
月
17
日・

4
月
22
日・4
月
24
日・5
月
13
日・5

月
15
日・5
月
20
日・5
月
22
日・5
月

27
日・6
月
5
日
に
も
質
疑
）

4月26日5月10日 3月14日3月15日3月24日3月25日4月2日

4月24日
半
導
体
の
生
産
基
盤
強
化

に
向
け
た
国
内
販
路
の
拡

大
、経
営
者
の
意
識
改
革
促

進
を
要
請
。ま
た
、デ
ジ
タ
ル

人
材
育
成
の
政
府
目
標
に
つ

い
て
、政
府
か
ら
は
、理
系
学

生
の
割
合
50
％
を
目
指
す
方

針
が
示
さ
れ
ま
し
た
。

経
済
産
業
委
員
会 

法
案
質
疑

（
情
報
処
理
促
進
法
等
改
正
案
）

3月27日
経
済
産
業
委
員
会 

大
臣

所
信
に
対
す
る
一
般
質
疑

中
小
企
業
の
取
引
適
正
化
に
向
け
、

下
請
法
改
正
に
併
せ
て
為
替
変
動
の

影
響
を
取
引
価
格
に
反
映
す
る
重
要

性
を
確
認
。ま
た
、帳
票
の
統
一
や
事

務
負
担
軽
減
、設
備
投
資
支
援
の
実

効
性
と
現
場
重
視
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ

プ
も
求
め
ま
し
た
。

3月25日
地
方
創
生・デ
ジ
タ
ル
特
別
委
員
会 

委
嘱
審
査（
令
和
７
年
度
予
算
案
）

マ
イ
ナ
免
許
証
の
更
新
時
の

情
報
引
き
継
ぎ
や
、海
外
で
の

使
用
制
限
の
問
題
を
指
摘

し
、効
率
化
に
伴
う
削
減
効

果
の「
見
え
る
化
」を
提
案
。

警
察
庁
に
情
報
提
供
の
改

善
、デ
ジ
タ
ル
庁
に
広
報
強
化

を
求
め
ま
し
た
。

4月22日

半
導
体
産
業
の
方
向
性
に
つ
い

て
質
問
。国
内
生
産
基
盤
の
確

保
、次
世
代
技
術
開
発
、研
究
支

援
の
三
段
階
で
政
策
を
進
め
て

い
る
と
政
府
か
ら
説
明
が
あ
り

ま
し
た
。「
事
業
の
持
続
性
確
保

の
た
め
に
も
10
兆
円
超
の
公
的

支
援
は
回
収
し
て
、次
の
投
資
に

繋
げ
る
こ
と
が
重
要
」と
、い
そ

ざ
き
議
員
は
訴
え
ま
し
た
。

経
済
産
業
委
員
会 

法
案
質
疑

（
情
報
処
理
促
進
法
等
改
正
案
）

3月24日
経
済
産
業
委
員
会 

委
嘱

審
査（
令
和
７
年
度
予
算
案
）

予
算
は
積
ま
れ
て
い
る
も
の
の
、E
V

充
電
器
や
水
素
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
の
整

備
が
目
標
値
か
ら
遠
い
現
状
を
指
摘

し
、イ
ン
フ
ラ
整
備
の
地
域
間
格
差
の
是
正
や
充
電
渋
滞
対

策
を
要
請
し
ま
し
た
。ま
た
、高
出
力
化
に
伴
う
維
持
費
高

騰
に
対
し
、電
気
料
金
制
度
の
見
直
し
も
提
案
し
ま
し
た
。

4月25日
自
治
体
か
ら
の
ボ
ト
ム
ア
ッ
プ
型
で
、規
制
緩
和
に
よ
る
地

方
分
権
を
進
め
る
シ
リ
ー
ズ
の
法
案
審
議
。い
そ
ざ
き
議
員

か
ら
は
、不
採
用
と
な
っ
た
案
の
フ
ォ

ロ
ー
ア
ッ
プ
や
、住
民
の
政
治
参
加
の

促
進
を
求
め
る
と
と
も
に
自
治
体
の

シ
ス
テ
ム
標
準
化
に
お
け
る
課
題
を

指
摘
し
ま
し
た
。

地
方
創
生・デ
ジ
タ
ル
特
別
委
員
会 
法
案
質
疑（
第
15
次
地
方
分
権
一
括
法
案
）

5月20日
国
際
標
準
化
戦
略
の
人
材
育

成
強
化
に
つ
い
て
質
問
。社
内

評
価
制
度
の
不
備
、モ
チ
ベ
ー

シ
ョ
ン
向
上
の
仕
組
み
づ
く

り
、国
際
交
渉
人
材

強
化
の
予
算
確
保

や
欧
州
拠
点
の
重

要
性
な
ど
に
つ
い

て
、訴
え
ま
し
た
。

経
済
産
業
委
員
会 

一
般
質
疑

6月5日

早
期
事
業
再
生
法
案
に
つ
い
て
、

A
D
R
制
度
と
の
違
い
や
労
働
者

へ
の
影
響
、欧
州
と
の
制
度
比
較
、

第
三
者
機
関
の
在
り
方
な
ど
を
質

問
。労
働
法
の
実
務
経
験
者
を
第

三
者
機
関
へ
起
用
す
る
こ
と
や
、

制
度
設
計
の
さ
ら
な
る
具
体
化
を

政
府
に
促
し
ま
し
た
。

経
済
産
業
委
員
会 

法
案
質
疑

（
早
期
事
業
再
生
法
案
）

5月27日
新
た
に
始
ま
る
排
出
量
取
引
制
度

の
対
象
基
準
と
し
て
、二
酸
化
炭
素

の
直
接
排
出
量
が
10
万
ト
ン
以
上

で
あ
る
こ
と
と
そ
の
根
拠
を
確
認
。

ま
た
、資
源
循
環
の
強
化
と
し
て
、

欧
州
の
バ
ッ
テ
リ
ー
規
制
を
例
に
、

日
本
で
も
再
生
材
利
用
の
数
値
目

標
の
設
定
を
提
案
し
ま
し
た
。

経
済
産
業
委
員
会 

法
案

質
疑（
Ｇ
Ｘ
推
進
法
等
改
正
案
）

3月28日
予
算
委
員
会 

集
中
審
議

主
に
、エ
ネ
ル
ギ
ー
も
含
め
た
物
価
高
対

策
に
つ
い
て
質
問
。ガ
ソ
リ
ン
税
減
税
の
提

案
に
対
し
て
、石
破
総
理
は「
暫
定
税
率
廃

止
は
決
定
済
み
」と
し
つ
つ
、実
施
時
期
は

明
言
し
ま
せ
ん
で
し
た
。ま
た
、新
た
な
国

際
標
準
戦
略
の
策
定
に
伴
い
、専
門
人
材

育
成
や
、標
準
化
が
進
む
欧
州
へ
の
拠
点

設
置
な
ど
具
体
策
を
提
案
し
ま
し
た
。

5月9日
適
切
な
価
格
転
嫁
定
着
に
向

け
て
、一
方
的
な
代
金
額
決
定

や
手
形
払
等
の
禁
止
、対
象

に
運
送
委
託
の
追
加
な
ど
を

規
定
す
る
下
請
法
等
改
正
案

に
つ
い
て
、国
民
民
主
党
会
派

を
代
表
し
て
登
壇
。運
送
事

業
者
が
着
荷
主
側
で
行
う
作

業
を
発
荷
主
が
求
め
た
場

合
、法
的
問
題
が
生
じ
る
可

能
性
を
指
摘
し
、商
慣
習
の

見
直
し
と
公
正
な
取
引
の
徹

底
を
求
め
ま
し
た
。

本
会
議 

代
表
質
問

（
下
請
法
等
改
正
案
）

5月22日
制
度
の
予
見
可
能
性
と
、環
境
変
化
へ
の

柔
軟
な
対
応
の
必
要
性
を
指
摘
。ま
た
、

「
公
正
な
移
行
」に
向
け
た
リ
ス
キ
リ
ン
グ

投
資
へ
の
支
援
強
化
を
要
望
し
ま
し
た
。

経
済
産
業
委
員
会 

法
案

質
疑（
Ｇ
Ｘ
推
進
法
等
改
正
案
）

ショート動画で観る

『ガソリン税減税』『国際標準化』

ショート動画で見る

ショート
動画で
観る

武藤経済産業大臣



これは
明らかに
協定違反！

アメリカの追加関税に対し
て談話発表（4月2日）

『脱炭素化推進法案』提出（6月12日）

国
民
民
主
党
副
代
表
と
し
て
佐
賀

県
連
の
街
頭
演
説
会
、定
期
大
会
、

タ
ウ
ン
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
に
参
加
。

5月14日

連
合
政
治
懇 

総
会・勉
強
会

連
合
出
身
議
員
政
治
懇
談
会
で
、代

表
世
話
人
と
し
て
ご
挨
拶
。（
他
2

月
3
日
に
も
開
催
）

5月21日

法
案
提
出（
自
動
車

盗
難
対
策
推
進
法
案
）

「
自
動
車
盗
難
対
策
法
案
」並
び
に

「
組
織
犯
罪
厳
罰
化
法
案
」を
衆
議

院
に
提
出
。

解説

一度、乗用車は2.5％ 
→27.5％、トラックは
25％→50％に！ そ
の後、日米での度重
なる交渉の末、8月1
日から乗 用 車 は
15％で合意されまし
た。（※2025年7月
25日現在）

5月23日

東
京
都
議
会
議
員
選
挙

に
向
け
た
記
者
会
見

国
民
民
主
党
東
京
都
連
会
長
と
し

て
、都
議
選
に
向
け
た
政
策
に
つ
い

て
、記
者
会
見
に
臨
ん
だ
。

5月29日

金
属
労
協（
J
C
M
） 

政
治
顧
問
懇
談
会

金
属
労
協
の
取
り
組
み
、目
下
の
政

治
状
況
に
つ
い
て
意
見
交
換
。

6月4日

軽
自
動
車
振
興
議
員

懇
話
会 

総
会

関
係
団
体
よ
り
、軽
自
動
車
業
界
の

状
況
に
つ
い
て
ヒ
ア
リ
ン
グ
。

6月13日
～22日

東
京
都
議
会
議
員
選
挙

国
民
民
主
党

東
京
都
連
会

長
と
し
て
迎

え
る
都
議
会

議
員
選
挙
。

そ
れ
ま
で
ゼ

ロ
議
席
だ
っ

た
が
９
議
席

を
獲
得
。

7月3日
～20日

第
27
回
参
議
院
議
員

通
常
選
挙

仲
間
の
思
い
を
か
た
ち
に
す
る
た

め
、３
度
目
の
挑
戦
。１
８
１
，９
７
６

票
を
獲
得
し
、再
選
。

『脱炭素化推進法案（正式名称：自動車産業における脱
炭素化の推進に関する法律案）』を衆議院に共同提出し
ました（いそざき議員は地方出張のため立ち合えず）。こ
れまで2度国会に提出しましたが、いずれも衆議院の解
散により廃案となっていました。今回の再提出に際し、
カーボンニュートラルの実現に向けて以下の3点を新た
に盛り込み、内容をさらにバージョンアップしました。

国が自動車産業の脱炭素化を推進するための計画を策定し、
少なくとも3年ごとに計画の見直しを行うことで産業の脱炭素化
への予見性を高めること
ライフサイクルアセスメント（LCA）の観点からの循環型社会に
資する経済活動（循環経済）の促進
脱炭素化に資する技術の海外流出を防止するための体制の強化

2021年・2022年にも同法案を提出

4月1日に開催した総会で経産
省と外務省から状況を聴取。
議員連盟会長として、アメリカ
による自動車等に対する追加
関税に関して、その時点で対
応すべき点をまとめた談話を
記者会見にて発表。4月4日に
は自民党の小野寺政務調査
会長へ申し入れを行いました。

政府に対しては、関税の撤回に向
けて、引き続き米国政府と交渉に
あたることを求めていく一方、こ
ろころ変わる米政権の関税政策
に振り回され過ぎずに、冷静に、
産業界への情報提供や中小企業
支援など、国内の産業基盤を強化
していくよう求めていきます。

↑小野寺政調会長へ
　申し入れ
←談話発表の記者会見

5月10日5月21日5月23日

党派を超えて自動車の問題に取り組む！   
『自動車産業の未来を考える会』議員連盟（　 ）の活動

1

2
3

今後も日本の自動車
産業の競争力を強化
すると共に、持続可能
な循環型社会の実現
に向けて、全力で取り
組んでまいり
ます。

野党
超党派



ユーザーが負担する9兆円もの自動車関係諸税

自動車関係諸税負担軽減
に向けた勝負の時!

2025年秋か
ら年末までが
議論の山場！ 
抜本的な改革
をめざします！

自動車関係諸税の全体像とめざす姿

自動車関係諸税の沿革について

哲史の
TETSU学

いそざき議員が初当選以来取り組んできた「自動車関係諸税の負担軽減・簡素化」
が、今年末、いよいよ正念場を迎えます。自動車ユーザーは、複雑で理不尽な課税制度
に長年苦しめられてきました。これまでに2度の大きな制度改革が行われ、今秋から年末に
かけて3度目の抜本改革へ向けた議論が本格化します。今回、自動車関係諸税の沿革をひ
とめでわかる表にまとめ、注目すべきポイントを「TETSU学」していきます。

現在、購入段階や保有段階に課せられる車体課税、ガソリンに
課せられる燃料課税、さらに消費税があります。9種類もの税が
課せられ、税収の7.7%に当たる年間約9兆円を自動車ユーザー
が負担しています。現在の自動車関連税は、地方ほど負担が重く
（最大で都市部の4.3倍以上）、不公平な状況にあります。

7,065
15,049
3,078
1,712

21,093

47,997
20,180
2,159
9,102
80

10,541
42,062

4,665

10,560

21,093

36,318
10,090
1,830
4,250
80

7,350
23,600

Tax on Tax
解消

減税
※地方税収が減収
しないよう配慮

※地方税収が減収
　しないよう配慮

廃止

当分の間
税率廃止

めざす税区分・税収
26,904

31,521

10,541

21,093 21,093

7,350

（総額90,059億円）（総額59,918億円）

15,225
▲約1.16兆円

16,250
▲約1.52兆円

ひとめで
わかる!

税
額
に
着
目
す
る
と

年
代   

自
動
車
税

車
体
課
税（
自
家
用
乗
用
車
の
場
合
）

軽
自
動
車
税

自
動
車
取
得
税
自
動
車
重
量
税

1940年代～1950年代 1960年代～1970年代 2000年代～2010年代 2020年代～現在
1980年代
〜

1990年代

1940年 創設
当時は戦費調達を目的とし
て創設されたが、戦後は都
道府県税として一般財源化

1958年 創設
自転車荷車税の廃止とと
もに「軽自動車税」として自
動車税から分離独立。市町
村税として一般財源化

1968年 創設
都道府県及び市町村の
道路整備に関する費用
に充てる目的税とした道
路特定財源

1971年 創設
道路やその他の交通
社会資本整備を目的
とした道路特定財源

自動車税(種別割)

税額
（円/年）

4,500円
（1950年度）

7,200円
（1953年度）

16,000円
（1954年度）

21,000円
（1965年度）

税額
（円/年）

税率
（％/台）

税額
（円/0.5t・年）

1,500円
（1958年度）

3,000円
（1959年度）

4,500円
（1965年度）

6,500円
（1979年度）

2,500円
（1971年度）

5,000円
（1974年度）

6,300円
（1976年度）

5,900円
（1976年度）

7,200円
（1984年度）

10,800円
（2015年度）

4,100円
（2012年度）

3％
（1968年度）

5％
（1974年度）

3％
（2014年度）

27,500円
（1976年度）

30,000円
（1979年度）

34,500円
（1984年度）

・課税客体：排気量･車種
・30,500円/年
 （1001cc～1500cc）

軽自動車税(種別割)
・課税客体：車種
・10,800円/年

自動車重量税

消費税

・課税客体：車両重量
・4,100円/0.5t･年(13年未満)

10%(軽減税率8%)

石油ガス税
17.5円／ℓ

軽油引取税
32.1円／ℓ

環境性能割(自動車税)
・課税客体：取得価格
・環境負荷に応じ

環境性能割(軽自動車税)
・課税客体：取得価格
・環境負荷に応じ

揮
発
油
税

燃
料
課
税

地
方
揮
発
油
税

軽
油
引
取
税

石
油
ガ
ス
税

1954年 創設
国の道路整備に関する費
用確保のためガソリンに課
せられた国税

1955年 創設
都道府県の道路整備に
関する費用確保のためガ
ソリンに課せられた都道
府県税

税額
（円/ℓ）

13.0円
（1954年度）

11.0円
（1955年度）

14.8円
（1957年度）

22.1円
（1961年度）

24.3円
（1964年度）

19.2円
（1959年度）

29.2円
（1974年度）

48.6円
（1993年度）

36.5円
（1976年度）

5.2円
（1993年度）

45.6円
（1979年度）

1974年

2010年

道路整備５ヶ
年計画財源確
保のため本則
税率を上回る
「暫定税率」
による
税率引き
上げ開始

1974年

2009年
道路特定財源
の一般財源化
「暫定税率」を含
めた税率の在り
方は今後の税制
抜本改革時に検
討することとし、そ
れまでの間、現行
の税率水準を
「当分の間税率」
として維持

自動車重量税
〈負担軽減〉

上乗せ分の1,300円/0.5
トン(1年あたり)を減税
5,000円

税額
（円/ℓ）

2.0円
（1955年度）

3.5円
（1957年度）

4.0円
（1961年度）

4.4円
（1964年度）

5.3円
（1974年度）

6.6円
（1976年度）

8.2円
（1979年度）

1956年 創設
ガソリン車との税負担の
不均等解消のため軽油に
課せられた道路整備のた
めの都道府県税

32.1円
（1993年度）

税額
（円/ℓ）

税額
（円/ℓ）

6.0円
（1956年度）

8.0円
（1957年度）

10.4円
（1959年度）

12.5円
（1961年度）

15.0円
（1964年度）

19.5円
（1976年度）

24.3円
（1979年度）

1966年 創設
道路やその他の交通社会
資本整備を目的のため
LPGに課せられた国税

17.5円
（1970年度）

5.0円
（1966年度）

10.0円
（1967年度）

2019年
10月

消費税増税
（8％→10％）

ガソリン税など燃
料税を含んだ価
格に対し消費税
がかかる、いわゆ
る「二重課税（タッ
クス・オン・タック
ス）」の状態は、
2019年の消費税
10％への引き上
げ時にも、見直さ
れず引き続き適用

当分の間税率
での上乗せ分
25.1円

当分の間税率
での上乗せ分

本則税率
1,600円
2,500円

本来のガソリン税
28.7円

当分の間税率
での上乗せ分

15円本来の軽油税

ガソリン税
揮発油税+

地方揮発油税

53.8円／ℓ

揮発油税：24.3円+
地方揮発油税：4.4円

消費税増税
（8％→10％）

消費税増税
（8％→10％）

2019年
自動車税
〈減税〉

新車購入時(コンパクト
カー)4000円の負担軽減

30,500円

2019年
環境性能
割 創設

自動車
取得税
〈廃止〉実質自動車

取得税から
の置換

消費税
(税率)

「暫定税率」に
よる税率引き
上げ開始

0～3％

0～3％

※本則税率との比較1.64倍

※自家用車※自家用車

※自家用車※自家用車

17.1円

1001～
1500cc
の場合

2025年4月4日、｢ガソリン等暫定税率の廃止」
については、「遅くても6月から価格を引き下げる
べき」との自公国3党幹事長合意がなされました
が、その後、与党側から具体的な協議はなく、6月
11日、野党7党でガソリン税の暫定税率廃止法案
を共同提出。野党が過半数の衆議院では可決さ
れましたが、与党が過半数の参議院では審議も
されず廃案に。参議院も野党が過半数となった
今、空前の改革がついに現実味を帯びています。

この複雑かつ過重で不条理な税制度を見直し、誰もが自由かつ安全に移動できる社会をめざして、モビリティを
軸とした地域づくりを進めることが、地方創生や日本全体の経済活性化につながります。今後も税を納める生活
者・納税者の目線で、自動車関係諸税の負担軽減・簡素化に取り組んでいきます。

注：左表（現行の税収）は2024年度予算ベース、「めざす税区分・税収」は計算上の見込み額の概数。
出典：日本自動車工業会「日本の自動車工業2024」および全日本自動車産業労働組合総連合会「明日への提言(2024年8月)」P76 を基に作成

この「当分
の間税率」
は直ちに廃
止すべき！

現行の燃料関係税
の上に、さらに消費税
が課されているタッ
クス・オン・タックスの
問題が残ったまま。

揮発油税同様、石
油ガス税もタック
ス・オン・タックス
の問題が解消さ
れていない！

【改革１】
民主党政権時、
暫定上乗せ分
（当分の間税率）
の一部廃止・
軽減する改革
を実現！

【改革2】
いそざき議員
らの継続的な
働きかけによ
り、2019年、
自動 車 税の
減税と取得税
の廃止を実現！

2025年
年末

自動車税制
が大きな山

場
を迎える!

当
た
り
前
に
ク
ル
マ
を
持
て
る
社
会
を
守
る
た
め
に
―

「
３
度
目
の
自
動
車
税
制

大
改
革
」に
挑
み
ま
す
！

下表内、2025年現在の「本則税率」は赤字、「当分の間（暫定）税率」は黄色字で記載

1989年創設
消費税3%導入

5%
（1997年度)

10%
（2019年度)

8%
（2014年度)



isozakitetsuji.com

いそざき哲史 検 索

いそざき哲史事務所　〒100-8962 東京都千代田区永田町2-1-1 参議院議員会館1210号室 TEL 03-6550-1210 制作：株式会社アコー

いそざき哲史公式 YouTube チャンネル公式Webサイト 公式SNS i-connect
データ版最新の活動状況を

発信中です!

ISOGABA
哲史いそがば

現
在2025.1/6~8/9

皆さんの代表として国会で
のリアルな論戦を配信中！

全国の皆様にお会いするために、奔走しました！ 
各地での各種会合・イベント（Web参加含む）・
選挙応援等338件に参加しました。国会見学は
107件の訪問を受けました。
また、7月の第27回参議院議員通常選挙では、
候補者として全国各地を駆け回りました。




